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研究成果の概要（和文）：カンボジア・コンポントム州では、3年程度の短期間の森林減少により、非木材林産
物（NTFP）を採取する住民が収入減等の被害にあう場合がある。そこで、林野行政当局などによる森林管理方策
をこうした住民により配慮したものとするために、森林減少の影響を受けやすい住民が多く住む村の分布を解明
した。その結果、取るべき救済・予防措置として、この分布に配慮した土地利用計画の策定、関連法の施行を強
化、同地域でのNTFPのマーケティングの強化、NTFPに依存している住民の森林レンジャーとしての雇用の促進と
いった措置が特定された。また得られた手法はこれらの措置を早急に必要とする地域の選定基準の開発にも活用
されうる。

研究成果の概要（英文）：The livelihood of rural residents in Cambodia is often dependent on forests 
as it provides non-timber forest products (NTFPs). Such forests, however, are rapidly diminishing 
due to developments in the areas of agribusiness, subsistence agriculture, and timber extraction. 
Some of the people affected by these developments convert remaining forests to other land uses to 
compensate for their income loss. This coping strategy can create a vicious circle of further 
conflicts in forest resource uses and affect the livelihoods of the other residents. With this 
background and a focus on the affected Kampong Thom province, our study, combined with household 
surveys and remote sensing analysis, mapped the spatial distribution of households vulnerable to 
impacts of deforestation. We drew implications for immediate policy interventions and measures to 
relieve the affected people and to address this problem, by taking the geographical distribution of 
the vulnerable households into account.

研究分野： 評価研究、環境影響評価、生態系サービス、熱帯林
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１．研究開始当初の背景 
カンボジア・コンポントム州の森林は、住

民の生計維持に不可欠な樹脂、薪、薬、食糧
といった非木材林産物（NTFP）の供給源であ
るが、企業の大規模農園開発や住民の火入れ
開墾農業等により減少している。これにより
NTFP を採取できなくなった住民の中には、今
まで自分が行かなかった森林でこれを採取
する、またはその森林を他用途に転用するこ
とにより生計の維持を試みる。これらの行為
が他者の NTFP 採取に必要な森林資源や森林
そのものを奪うことになり、その結果、森林
減少が止まらないという悪循環が短期間の
うちに生じている。こうした悪循環を断ち切
るには、森林減少の影響を既に受けた・今後
受けやすい住民のために早急な救済・予防措
置が必要だが、そうした研究が不足している。 
 
２．研究の目的 
本研究では、NTFP 採取において、州内東部

の短期間の森林減少の影響を受けやすい住
民のいる村の地理的分布を解明し、彼らのニ
ーズを考慮した森林管理方策を提示するこ
とを目的とた。 
 
３．研究の方法 
（1）NTFP 採取において、上述の悪循環につ
いての実態を把握し、森林減少の影響を受け
やすい住民のニーズを考慮した森林管理方
策を検討するために、DPSIR フレームワーク
※を用いた。 
 
※DPSIR フレームワーク（図１）とは、環

境政策や研究において、生態系とその恵みを
利用する人々との相互関係を描写するため
のツールの一つである。同フレームワークの
5つの構成要素（D、P、S、I、R）は、それぞ
れ、人間社会における問題の根本的原因
（Driver、D）；問題の直接的原因となる圧力
（Pressure、P）；圧力を受け変化する社会や
生態の状態（State、S）；それによって生じ
る影響（Impact、I）；DPSI に対する社会側の
対策や対応（Response、R）を意味する。生
物多様性条約第 10 回締約国会議で合意され
た愛知目標の 5つの戦略目標もこの DPSIR フ
レームワークの構成要素に準拠している。 
 

 

図１：DPSIR フレームワーク 
出所：Smeets and Weterings（1999） 

 
（2） 2014 年と 2016 年の二時期の森林分布
図を重ね合わせて調査地（図２）の森林減少
地点を把握し、村や行政上の森林利用区分を
考慮した上で、世帯への訪問形式の NTFP 採
取・利用に関する質問紙調査を行った（写真
１）。この間に発生した森林減少により、NTFP
採取による現金収入が減った、自家消費量が
減ったなどの影響を受けた住民がいる村の
特徴を一般化線形混合モデル（GLMM）で分析
し、村ごとに、影響を受けた住民が居住して
いる確率を予測する手法を開発した。地域で
代表的な NTFP である樹脂（写真２）の採取
に着目し、樹脂とその他のNTFPの2つのGLMM
モデルとした。 
 

 

図２：調査地の位置（カンボジア・コンポ
ントム州東部） 

 

写真１：世帯調査の様子 
 
４．研究成果 
(1）カンボジア・コンポントム州東部の森林
減少の影響を受けた住民がさらなる森林減
少を助長するという連鎖の実態を、DPSIR フ
レームワークを用いて明らかにした。そして、
この森林減少の連鎖への主な解決策として、
１）NTFP に生計を依存している住民が多い地
域を特定する、２）同地域に配慮した土地利
用計画を策定し、関連法の施行を強化する、
３）同地域での NTFP のマーケティングを強
化する、４）NTFP に依存している住民を優先
的に森林レンジャーとして雇用することを
特定した。 



 

 
写真２：仲買人のもとに集められた天然樹脂 
 
（２）過去に人為攪乱の程度が低く、樹脂を
供給する樹木が比較的残っていた野生生物
保護区に近い州の北東部では、樹脂とその他
の非木材林産物を採取している世帯群が、村
のそれぞれ半径 20km 圏内の択伐、10km 圏内
の森林減少の影響を受けやすかった。これら
の NTFP の採取において、州内東部の 3 年の
短期間の森林減少の影響を受けた世帯のい
る確率が高い村の分布を解明した（図３）。 
樹脂採取において影響を受けた世帯のい

る確率が高い村の特徴としては、主要生計手
段として樹脂を採取する世帯の割合が高い
こと、そして野生生物保護区に近いことが、
また、樹脂以外の NTFP 採取において影響を
受けた世帯のいる確率の高い村の特徴とし
ては、村の半径 10km 圏内の一人あたりの森
林減少面積が大きいこと、そして現金収入の
ために NTFP を採取する世帯の割合が高いこ
とがそれぞれ考えられた。一方、州の東南部
では森林減少の世帯への影響は限定的だっ
た。これにより、上記（1）の解決策を優先
的に実施する行政区界がより明確になった。 
本成果の意義は、森林減少により収入減等

の被害にあった住民がさらなる森林減少を
引き起こしているという現場の実態を明ら
かにしたこと、そして、その連鎖を断ち切る
ために、今まで試みが少ない、短期間（3 年
間）の森林減少について、NTFP 採取で影響を
受けた世帯がいる確率が高い村の特徴と地
理的分布を解明したことにある。これらの解
明により、林野行政当局や NGO は、そうした

村への応急的な救済・予防措置を行政区界ご
とに現場の実態に合わせ検討できる。得られ
た手法は調査地以外での救済・予防措置を早
急に必要とする地域の選定基準の開発にも
活用されうる。今後はこれらの成果をカンボ
ジア王国の共同研究者を通じて同政府に提
案していく予定である。 

 

 

 

図３：樹脂採取(上), 樹脂以外の NTFP 採取
(下)において, 2014～2016 年の森林減少の影
響を受けた世帯のいる村の分布予測結果 



 
また、従来の DPSIR フレームワークの課題

は、上述のような、ある環境破壊の被害にあ
った者がその影響を埋め合わせるために結
果的に自身も環境破壊に加担してしまうと
いう事例を表現しにくいことであった。本研
究は、フレームワークに改良を加えることに
より、こうした事例も明確に描写できること
を示した。この成果を活用することで、DPSIR
フレームワークを用いた環境研究の幅が広
がり、より現場の実態に即した施策を立案し
やすくなることが期待される。 
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